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デブリ 上部 下部積雪2 デブリ
上端 積雪u （デブリ下端） d
No、ユ左 4，70 2，60 2．10 1．50 1．10
300m中 5．20 3．05 2．15 2，25 0．80
右 5．40 3．15 2．25 2．75 O．40
平　均
No，3左 4．40 2．50 1．90 2．30 0．20
350m中 5，05 3．20 1．85 1．50 1．70
右 4．80 3．00 1．80 2．00 1．OO
平　均
上部積雪u
デブリd
　図7には，表2からデブリ厚さdと下部積雪の厚さ／との関係を示した．デブリが厚いと
ころでは下部積雪が薄い，すなわち，削剥量が大きいという傾向が全体としてみられる．こ
れはデブリの厚いところは雪崩の中心流であり，その結果削剥量も大きくなっているのであ
ろう．
　積雪の深さの等しい標高のことなる2地点でデブリと下部積雪の厚さが等しければ，その
走路区問では雪崩は局部的に準定常状態にある．何故ならば，その2地点で収入，支出そし
て収支の全てが等しいからであり，そのような状態の2地点では運動状態が同じと考えるの
が自然であろう．このような例は，柵口字横道の民家に被害を与えた表層雪崩の後に，同じ
権現岳から2月8日ないし10日にかけて発生した2度目の表層雪崩の標高450m（測線Nα5）
と500m（測線Nα6）の区問で，同じ方法によって解析した結果，認められた．しかし，図7で
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図7　　デブリ厚さdと下部積雪の厚さ／との関
　　　係
Fig．7　Relation　between　debri　thickness　and
　　　layer　under　the　debri、
は，このような関係になく，定常状態ではないのでこれ以上のことはいえない．以下では，
測線ごとに体積削剥量を近似的に算出する．
　体積削剥量の計算でも，4章で述べたように，デブリより直近下層の明確かつ共通な雪層
境界を基準面に取ることが好ましい．図8では，図7と同一地点のデータを用いて，下部積
雪厚さ／1を新雪・旧雪境界面を基準に決めてある．さらに，体積削剥量の第O近似として，下
部積雪11の一番厚いNo3測線中央地点の1，1mを仮りに雪崩発生前の下部積雪1。’として体積
削剥量（1．Ll1）を求めた．すなわち，Nα3測線中央地点では，実際には削剥されているが，体
積削剥量0と仮定したことと同じである．このようにして求めた仮の体積削剥量を01を原点
として縦軸にプロットした。なお，横軸は体積沈殿量すなわちデブリの厚さdである．
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2　　　Fig．8
雪崩走路の一一つの横断面での修正
された体積削余1」量と体積沈殿量と
の関係
ReIation　between　debri　thick－
ness　and　corrected　layer　under
the　debri　on　a　cross　section　in
the　ava1anche　track．
（一〇．55）
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図9　　体磧削剥量の観測測線．Nα1～No6は新潟県砂課による層位翻則測線．なお地点A，B，
　　　Cは質量削剥量が求められた地点である．
Fig．9　0bservati（）n　line（）f　vo1ume　denudati011．
　図8から，No1，Nα3測線とも体積沈殿量すなわちデブリ厚さと体積削剥量との関係は一次
比例の関係が認められる．ここで，この直線性を用い，Nα1測線を外挿し縦軸との交点を求め
る．この交点と原点問の長さは，形式的にデブリ厚さ0の地点の体積削剥量であり，一0，55
mである．負の体積削剥量はそこに積雪があったということを意味する．最初，下部積雪を仮
りに／。1＝1．1mと仮定したが，これに負の削剥．量の絶対値を加えたものが実際の下部積雪／。
（＝1・65m）となる．したがって，縦軸の原点01をそれだけ下方に移動すると沈殿と削剥との
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正しい関係となる．つぎに，この新たな原点から45切直線を引くと，これは斜面積雪収支の
均衡線である．
　このようにして得られた図8から，標高300mのNα1測線でほぼ体積積雪収支が釣り合う地
点すなわち滑走区・堆積区の境界となり，標高350mのNα3測線では削剥量が沈殿量より大き
く滑走区とと推測される（図9）．Nα3測線の切片は正値となっているが，これはデブリの観測
されない場所でも削剥作用があることを示している．柵口表層雪崩の走路上の積雪断面の多
点層位観測によるデブリは約1mの厚さで急斜面直下まで観測されている（新潟県，前出）．1．5
kmにおよぶ緩斜面全体が，形態学的定義によると，堆積区となるが，これは雪崩地形から見
て不自然と思われる．
　この章の結論として，この表層雪崩の場合高々標高300m付近が滑走区・堆積区の境界であ
り，堆積区の長さはおよそ400m以下と推測される．
7．考　　　察
　体積で算出した沈殿量と削剥量とは，一つの測線すなわち横断面では直線の関係にあった．
削剥作用は雪崩の雪面通過による衝撃力（勇断力）によって起るが，この力は，表層雪崩では，
密度と速度の二乗の積で表される（Per1a，前出）．ある横断面では速度は等しく流れの密度も
等しいとすれば，単位面積当りの圧力は等しい．結局，一つの横断面では削剥量は，流れの
単位幅当たりの全断面積に相当する体積沈殿量に比例するものと考えられる．このことは逆
に，この速度範囲‡では，衝撃力は密度と速度の二乗の積で表すことが適切であることを示し
ている．また，図8の切片の値は，その走路横断面の主に速度の違いを示していると解釈さ
れる．直線の傾きは密度，地形特に斜面勾配等のパラメーターに関係していると見られるが
明らかではない．
　この直線性を用い，下部積雪の第O近似／。1から下部積雪の近似値／。を導いた．その時，実は，
側線Nα1では沈殿のないときには削剥もないという仮定をした．しかし，これは自明のこと
ではない．したがって，均衡線を新たな原点から引いた点にも問題が残る．それにもかかわ
らず，測線No3では沈殿のないところでもが削剥が顕著である．これが事実ならば，雪崩の
フロントのいわゆる雪崩風のためであろう．
　積雪層位から求めたデブリ・下部積雪は，雪崩発生時より観測時までに粘性圧縮により縮
んでいる．したがって，体積積雪収支が釣り合っていても，必ずしも質量積雪収支も一致す
るものでもないが，積雪の深さはほぼ同じだから，地点問の相対的比較は可能であろう．何
故なら，デブリ密度とデブリ下層のしまり雪の密度とはほぼ同じであり（図2），粘性圧縮に
＾納口（1986）のシミュレーションによると標高350～350m付近で30m／sec程度である．
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よる時問的効果を考慮しても40日後にはほぼ同じになると推定されるからである（本山・小
島，1985）．これらの量の雪崩発生時の厚さ・水量への変換はある時点の積雪断面観測など適
当な条件が揃えば，小島の粘性圧縮理論による微分方程式を射的型の解法の要領で雪崩発生
時の密度を求めることによって可能ではあるが，ここでは取扱わなかった．
　図6，9で，デブリ範囲と被災家屋との関係を見ると，まず，雪崩は右岸被災家屋第2号
の上方で主流から分流している．主流と分流との境界にあたり，デブリ末端に最も近い位置
で被害を受けた被災家屋第2号では被害は比較的軽微で半壊である．観測地点Aはこの上方
にあたる．観測地点Bは，主流のうちでも外縁に近いが，全壊した被害家屋第3号の上方に
あたる．なお，被災家屋第3号の衝撃力は，被災家屋の構造力学的解析から，少なくとも1，800
kgf／m2と推定されている（大川・青山，1986）．観測地点Cは主流の中心に近い位置で全壊し
た被災家屋第5～9号の直上にあたる．これらの被害の状況は図5で求めた削剥量と定性的
に一致している．ここでの結論として，削剥量が大きければ衝撃力が大きく，小さければ衝
撃カは小さい．したがって，最初に述べたように，削剥量は雪崩の運動状態を推定する良い
指標である．堆積区の運動論的定義の意義については走路全体についての解析により更に検
討する必要がある．
　Perla（前出）のレビューによると，雪崩衝撃力（圧力）の鉛直分布は様々であるが，Shoda
（1966）の表層雪崩の場合では，地面上1mにピークを有する分布となっている．遠藤治郎
（1986）は，柵口表層雪崩の杉小枝の切断状態の分布から雪崩風を推定している．切断枝の直
径階別の鉛直分布によると，必ずしも，雪面で雪崩風が強くなく，中問で強い傾向にある．
西村・成瀬・前野（1986）の模型実験によると，雪崩速度の鉛直分布は，雪面近くを除いて一
定で，ビンガム流体の振舞をしているという．これらの結果を合わせ考察すると，柵口表層
雪崩のデブリの密度分布の逆転は，雪崩の密度の鉛直分布の化石化したものと考えて良いよ
うに思われる．
　ここで求めた斜面積雪収支は，柵口表層雪崩走路の部分的な解析であり，走路全体の観測
データの解析により，例えば，堆積区の範囲など修正されることがあっても，この雪崩の実
態を示しているものと考えられる．
8．あとがき
　この論文では，雪崩の削剥作用を中心テーマとし，これから堆積区の運動論的定義を導き，
これらの概念の，雪崩跡調査法としての，方法論的有効性を観測値により実証した．
得られた結果をまとめると，
（1）削剥量の求め方を質量及び体積で算出する方法を述べた．また，堆積区の運動論的定義
を提案した．
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（2）能生町柵口の表層雪崩跡の自然積雪と走路上の積雪断面観測により求めた質量削剥量は
被災区域周辺で50～200kg／m2であった．
（3）質量削剥量の場所による違いと被害の状況は定性的に一致していた．これから，削剥量
は雪崩の衝撃力と関連した量であることが分かった．
（4）走路上のデブリを含む積雪層構造の層位学的解析により，一つの横断面では体積削剥量
と体積沈殿量は一次比例の関係にある．すなわちデブリの厚いところでは運動も激しい．し
かし，縦断面では必ずしもそうとはいえない．この一次比例の関係を用い，体積削剥量の近
似値が得られた．
（5）体積斜面積雪収支を求めると，棚口表層雪崩では，高々標高300m前後以下が運動論的定
義による堆積区であり，その長さは約400mと推定された．柵口表層雪崩の場合，堆積区の運
動論的定義による長さは，形態学的定義による長さよりも短かった．これは表層雪崩につい
ては一般的事実であると考えられる．
（6）そのほか，堆積区におけるデブリ相当水量と被害を受けた樹枝高から，この表層雪崩の
流れの観測値点の平均密度は数十kg／m3と推定された．
　削剥量と雪崩の衝撃力などとの定量的関係は不明であり，これからの課題であるが，これ
らとの関係が明らかになれば，将来，積雪観測や樹木情報・被災構造物の力学的解析などと
合わせ雪崩の運動状態・規模を雪崩跡から推定する方法が確立されるであろう．このことは
雪崩跡の調査が単に雪崩の範囲・規模だけでなく，雪崩運動のシミュレーションとあわせ対
策工法の決定，設計にも役立つことになろう．また，削剥作用は削剥と同時にデブリの下層
を圧密するが，この現象を表層運動を観測するための自然の測定器として利用出来る可能性
もある．
　これらの概念の有効性を確固たるものにするためには，更に多くの表層雪崩の事例を観測
し応用方法を深めるとともに，前述のように定量的な解釈方法の研究を進める必要がある．
今後，モデル実験などにより削剥作用の実験を進める予定である．
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